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世界を呼び込め！

外国人旅行者を

ショッピングでお
もてなし

●家電
●バッグ
●衣料品 等

●食料品　●飲料品　●医薬品
●化粧品 等の消耗品

現行の
対象物品

免税店制度が変わる
とどうなるの？？

地酒やお菓子など、地域の
特産品も免税対象となるか
ら、地方での免税店の拡大
による地域経済の活性化
が期待できるんだ!

免税店制度って何？？
～現在の免税店制度について～
●免税店を経営する事業者が、外国人旅行者などの非居住者に対して特定の物品を一定の方法で販売する場
合には、消費税が免除されます。
●ただし、購入額の合計額が1万円超のものに限られます。また、事業用又は販売用として購入されることが
明らかなものについては免税の対象になりません。
●免税店を開設しようとする事業者は、販売場ごとに、事業者の納税地を所轄する税務署長の許可が
必要です。

※「免税店」とは、消費税法第８条に定める「輸出物品販売場」のこと。また、税制改正に関する記述は、「平成26年度税制
改正の大綱」（平成25年12月24日閣議決定）に基づき記載。

新たに対象となる品目を免税で販売するには、国が定める方法による包装など一定の要件を満
たす必要があります。包装方法等については、平成26年3月中に決定する予定ですので、改め
てお知らせします。

改正の
ポイント

平成26年10月1日より、免税対象品目を全品目に拡大
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訪日外国人旅行者数の増加
●史上初の訪日外国人旅行者数1000万人達成
訪日外国人旅行者は、ビジット・ジャパ
ン・キャンペーン開始時の10年前と比
較すると昨年は約２倍に増加していま
す。さらに、昨年は年間の訪日外国人
旅行者数1000万人を達成しました。

免税店シンボルマーク
●免税店のブランド化・認知度向上のための、免税店シンボルマークを創設しました！

各地方運輸局への相談窓口の設置について
●免税店シンボルマークに関する問い合わせを受け付けます。
なお、平成26年10月1日（予定）から始まる新しい免税店制度の詳細は、平成26年3月中に決定する予定で
すので、それを踏まえ、免税店制度に関する各種問い合わせの受付を開始します。それまでの間は、観光庁ま
でお問い合わせ下さい。

●2000万人の高みを目指した
　取組の強化
2020年にはオリンピック・パラリンピッ
クの開催国にも決定し、今後、さらに
訪日外国人旅行者数の増加が予想さ
れます。政府では、訪日プロモーショ
ンや外国人旅行者にとって快適な滞在
環境の整備等に取り組んでいます。

【免税店シンボルマークの申請方法】
・免税店シンボルマークを使用するには、観光庁への申請が必要です。
・免税店を経営する事業者の方は、
　観光庁ＨＰ（https://www.mlit.go.jp/kankocho/news03_000098.html）より
　申請してください。ご不明の点は、お近くの相談窓口までご相談ください。


